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税金の「 今」
がわかる!
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インボイス制度の導入、 電子帳簿保存 法 の 改正 、 キャッシュレス決済の普及など 、 企業

数年で大きく 変化し ています。 国税庁では、「納 税者の利便 性 の向上 」 、

デジタル化促進] の 三 本 柱 を 掲げ、 税務行

を取り 巻く環境はここ

「 課 税 ・ 徴収事務の効率化 ・高度化」、「事 業者の

政のDXを積極 的 に 推進 しています 。

この 動きは、 税務調査に も大きな影響を写え て いま す。 近年では、 Al (人工 知能) などの

活用した調査対象の選定や 、データ分析に基づく効率的 な調査が進められており、 従来とは異先端 技術 を

なる アプローチが取ら れる ように な っ て きました 。 また、 コロナ 褐で一時 的に減少していた実地調査 の件 数

も回 復 傾向にあり 、 書面や電話による 簡易 な 接触 の件数も 増加し て います 。

こうした 変化の中、 納税 者 は 税務 調査 にどのように 備え るべき か 、 あらた めて 考えて お く必 要が あり ます 。

加 AIを活用した調査対象 の選定

税務 調査に お いて 、「誰 を調査するか」 と いう調査 選定

は、 従来、 過去の 申告 内容や 業種 の特性 、 調査官の経

験や勘などを 基に 行われ てきま した 。 し か し近年では、 AI

を 活用したリス ク分 析に よる選定が行われるように な り 、

選定 の精度と 効率が 大きく 向上し て いま す 。

例えば、外部の情報 (SNSなど) も取 込んで 分 析 する

ことが可能と な っ て いま す ので 、 これまで蓄積されてきた

情報と組み合わせ、 これまで見逃されてきた調査 必要性

の 高い 納税 者 を 捉え られるように なりました。

一 方 で、「 な ぜこの納税 者 が選定された のか」 が明確

に 分から な い ケ ースも あり、 AI選定は補助 的 な位置づけ

に し かならないと いう意見も あるようです。 当面は、 従来

から注目されていた好況 業種や現金取引 業種 といった重

点対象に加え、 Al によっ て リス クが検出された納税者へ

の調査を 組み 合わせて調査が進められ て いく もの と思わ

れま す 。

和来 型

過去 の 申告 内 容を一定のロジ ッ クにより分析 = Alによる異常値検出、 外部 情報の活用

調査官の 経験 と 勤 に 基づく選定 =e。。。 デー タベース ・ リ スク分 析に基づく抽出
実地調査が中心 = 簡易 な 接触やリモー ト調査など 調査の多様化

KSKで税目ごとに管理 eKSK2 で納税者ご との情報 を 総合 ・ 横 断 的 管理
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』 BAツール ・ プ ログラミ ング言語を 用 いてデー タ を分 析 【A 1 ・機械学習】

『 る過去 の調査 事績 等の傾向から 、 申 告漏れの可能 性 が 高い納税者を 判定

統計 分 析 ・ 機 械学習等
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出典 : 税務行政の デジタル ・ トラン ス フ ォ ーメーションーー税務行来 の将来 像2023 一 (国税 庁)
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調査方法の多様化

1簡易な接触

国税庁では、 悪質な 納税 者 に 対しては 厳正な 調査を

実施する一方で、 その他の納税 者に 対し ては以下のよう

な簡易 な接触 方 法を活用した 調査を実施し て います 。

旨書面による照会

呈電話による確認 ・説明依頼

呈税務署への来署依頼

これ ら の接触は 調査 と認識されな

いことも ありますが、 内 容 次 第 では

是正を 促さ れること もあり ます。 令和 5 年度の 実績 で は 、

法人 税に 関する 簡易な 接触が 約7 万件、 所得 税 で は約

55 万8十件に 上 っており 、 その件 数は 年 々 増加し て います 。

次 世代基埋システム (KSK2)の導入

2リモート調査

令 和5 年7月 か ら は 、 大規模 法人を 対象にWeb会議シ

ステム を利用したリモー ト調査の試行が 開始されました。

税務 の 内 容 や 性 質によっ てはリモー トで の実施が 難しい

こともあります が、 今後はDX 推進の一 環として 利用 の 拡

大 が見込ま れます 。

令 和4 年 か らは 、 e-Taxを 利用して調査 資料を提出 す

る 制度 も 始まっており 、 PDF 資 料を税務 署にオンライ ン

提出できる仕組みが 整備さ れていま す。 送信時には、 調

査担当 者の 「提 出先 調査 部門 等 番号]を記載した送信票

を使用する 必要が あり ます 。

品
旧

国税庁では、 納税 者 情報を一 元 的に 管理する 「国税

総合 管理システム (KSK)] を長年 運用し てきま し た が、

令 和8年 から は 、この システム を全面 的に 刷新し、「次世

代基幹システム (KSK2)」 の 運用 が 開始される 予定です 。

従来の税務 署 業務は紙 を 中心に行われてきま したが、

KSK2 では すべて の情報がデジ タル化され、 電子的な事

務 処 理が 基本 となり ま す 。 これにより、 税務調査の選定

や 進行がよりスピ ー デ ィかつ効 率的に なることが予想され

ます。

KSK 中半 還 || KSK2

ーー | コト ーー
税目 ご とに個別管理 = 納税 者 単位での 一元 管理

税目の連携 は 限定 的 ==mmな 税目 横断 的に 情報の連携・ 分析が可能

税務 署内 のみア クセ ス可能 に2 税務 署外からも リアル タ イ ムでアクセス可能

分 析 には一部 手作 業が必要 か AI等による分析、 自動 抽出 が可能

紙 と 一 部データ mmmmmsmt データ中心

メインフレーム ーー オープンシステム

整えられつつあります。

国税庁では、 税務行政のDX を一層 推進 す るため、 令和 5 年度の国税 専門 官 採用 試験から 「 国 税専門B

(理工・デジタル系)」 枠を新設しています。 この 新たな採用枠では、 システム開発 ・デ ータ分 析 ・|CT調

査 手 法の開発な どに 携わることを想定してお り 、 理工 系 ・ 情 報系の人 材 が積極 的に活躍できる環境 が

また、 全国 の国税 局や税務 署 には 、会計ソフトに精通した 「 情 報 技術 専門 官 ] が配置されており、 仕訳

データなどの電子情報 を活用した調査の高度化が進ん でいます 。

最近では、 以下のような調査 手法 も 一 般 化しつつあります :

息 調査 臨場の 前 に 、会計ソフトの仕訳帳デ ータなどを CSV形 式 で提出

和 調査 官が 事前に内容を 分 析し 、 重点 項目を絞り込ん だうえで訪問

介 修正 履歴 ・削 除 履歴 ・期末 後 の 追加 入力などに注目した分析の活用

KSK2の導入は、 こうした分析主 導 型の税務調査をさらに後押しするもの と なるでし よう 。


